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委  託  契  約  理  由  書  

 
 
１．委託業務名：令和７年度 土工構造物点検及び防災点検の効率化技術導入 

促進業務 

 

２．委 託 先： 

（住所）東京都台東区台東１－６－４ 

（名称）一般財団法人 土木研究センター 

（氏名）理事長 伊藤 正秀 

 
３．理 由： 

本業務は、令和５年度新技術導入促進計画における技術テーマのうち「土

工構造物点検及び防災点検の効率化技術」について、当該技術分野に精通す

る専門家等からなる技術検討委員会の設置・運営等を行い、審議を通じて助

言を得ながら技術の公募や確認（実証）を行うとともに、道路における直轄

工事等において技術を活用するために必要な方策の検討を行うものである。 

 

国土交通省道路局では良い技術は活用するという方針の下、新技術の開

発・導入を促進しており、毎年度の取組を新技術導入促進計画として見える

化している。令和５年３月に開催した「第８回道路技術懇談会（座長：久田

真東北大学大学院教授）」（以下、「懇談会」という。）において、令和５

年度新技術導入促進計画（案）が提示された。国土交通省道路局と連携して

新技術の活用に必要な技術基準類の検討や技術の実証を行う本業務を実施す

る機関（以下、「導入促進機関」という。）を令和５年３月に公募し、令和

５年５月に開催された第９回懇談会で応募内容の確認・審査を経て、上記法

人を選定したところである。なお、審査基準、選定結果等については、国土

交通省ホームページで詳細に公表されている。 

 
以上のことから、本委託業務は、会計法第２９条の３第４項及び予算決算

及び会計令第１０２条の４第３号の規定により、随意契約するものである。 

 

道路部 道路管理課 課長 柴尾 照雄 


